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北九州市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

平成３１年３月２６日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第３号 

北九州市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部を改正する条 

例 

北九州市職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２１年北九州市条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号中「第１０４条第４項第２号」を「第１０４条第７項第２号」

に改める。 

付 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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北九州市特別会計条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第４号

北九州市特別会計条例の一部を改正する条例

 北九州市特別会計条例（昭和３９年北九州市条例第８０号）の一部を次のよ

うに改正する。

 第１条に次の１号を加える。

 （２１） 市立病院機構病院事業債管理特別会計 市立病院機構病院事業債

××管理事業

   付 則

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。
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北九州市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第５号

北九州市手数料条例の一部を改正する条例

 北九州市手数料条例（平成１２年北九州市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。

 別表第７５号中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改め、同表第８４号

中「第５３条第５項第３号」を「第５３条第６項第３号」に改め、同表中

「

（１０５）

の２

建築基準法第

８６条の８第

１項又は第３

項の規定に基

づく既存の一

の建築物に関

する特例の認

定の申請に対

する審査

１件につき２７，０

００円

                                」

「

（１０５）

の２

建築基準法第

８６条の８第

１項又は第３

項の規定に基

づく既存の一

の建築物に関

する特例の認

定の申請に対

する審査

１件につき２７，０

００円

（１０５）

の３

建築基準法第

８７条の２第

１項又は同条

第２項におい

１件につき２７，０

００円

を
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て準用する同

法第８６条の

８第３項の規

定に基づく既

存の一の建築

物に関する特

例の認定の申

請に対する審

査

（１０５）

の４

建築基準法第

８７条の３第

５項の規定に

基づく建築物

の用途変更に

係る使用の許

可の申請に対

する審査

使用する期

間が１月以

内の場合

１件につき６０，０

００円

使用する期

間が１月を

超える場合

１件につき１２０，

０００円

（１０５）

の５

建築基準法第

８７条の３第

６項の規定に

基づく建築物

の用途変更に

係る使用の許

可の申請に対

する審査

１件につき１６０，

０００円

                                」

改め、同表第１０９号、第１１０号、第１１２号、第１１３号及び第１１７号

から第１１９号までの規定中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改める。

付 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

に
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北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第６号

北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年北九州市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。

 本則及び別表中「行つた」を「行った」に、「従わなかつた」を「従わなか

った」に、「治つた」を「治った」に、「咀嚼」を「咀嚼」に、「失つた」を

「失った」に改める。

第１４条を次のように改める。

（保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てること

ができる。 

２ 災害援護資金は、据置期間中は無利子とする。 

３ 災害援護資金の据置期間経過後の利率は、延滞の場合を除き次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める利率とする。 

（１） 保証人を立てる場合 年零パーセント 

（２） 保証人を立てない場合 年１パーセント 

４ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする

。 

 第１５条第１項中「半年賦償還」の次に「又は月賦償還」を加え、同条第３

項中「、保証人」を削り、「第１２条」を「第１１条」に改める。

   付 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の第１４条及び第１５条第３項の規定は、この条例の施行の日以後

に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付

けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に

対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。
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 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成３１年３月２６日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第７号 

北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を次

のように改正する。 

 第１３条中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第２０条第１項中「２７万５，０００円」を「２８万円」に改め、同条第２

項中「５０万円」を「５１万円」に改める。 

付則第１８項の見出し中「以後の」を「から平成３０年度までにおける」に

改め、同項中「当分の間、」を削り、「以後の」を「から平成３０年度までに

おける」に改める。 

付則に次の１項を加える。 

（平成３１年度以後の保険料の減免の特例） 

１９ 当分の間、平成３１年度以後の保険料（所得割額に限る。）の減免に係 

 る第２５条第２号の規定の適用については、同号中「該当する場合（資格取 

 得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限る。）」とあるのは、「 

該当する場合」とする。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１３条及び第２０条の規定は、平成３１年度以後の年度分の保

険料について適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料については、なお

従前の例による。 
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北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する

条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第８号

北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例

北九州市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年北九

州市条例第６４号）の一部を次のように改正する。

第１２条中「第３３条の７」を「第６条の２第１項」に改める。

第２２条第４号中「第２２条」を「第２２条第１項」に改める。

第２３条第２項中「第２５条」を「第２６条」に改める。

第２９条第２項中「第１３条第２項各号」を「第１３条第３項各号」に改め

、同条第４項中「いう。」の次に「第５５条第２項第６号エ及び第６１条第７

号を除き、」を加え、「の学部」を「（同法第１０８条第２項に規定する大学

を除く。第３８条第３項、第５９条第４項並びに第６１条第４号及び第５号に

おいて同じ。）」に改める。

第３８条第３項中「の学部」を削る。

第４０条第１号中「地方厚生局長（厚生労働省設置法（平成１１年法律第９

７号）第１８条に規定する地方厚生局の長をいう。）又は地方厚生支局長（同

法第１９条に規定する地方厚生支局の長をいう。）（以下「地方厚生局長等」

という。）が」を「都道府県知事の」に改め、「卒業した者」の次に「（専門

職大学（学校教育法第８３条の２第１項に規定する専門職大学をいう。以下同

じ。）の前期課程を修了した者を含む。第５５条第２項第１号及び第６１条第

１号において同じ。）」を加える。

第５５条第２項第１号中「地方厚生局長等」を「都道府県知事」に改め、同

項第５号中「学校教育法の規定により、」を「教育職員免許法（昭和２４年法

律第１４７号）に規定する」に改め、「中学校」の次に「、義務教育学校」を

加え、「となる資格」を「に係る免許状」に改め、同項第６号ア中「卒業した

者」の次に「（当該学科又は当該課程を修めて専門職大学の前期課程を修了し

た者を含む。）」を加える。

第５９条第２項中「第１３条第２項各号」を「第１３条第３項各号」に改め

、同条第４項中「の学部」を削る。

第６１条第１号中「地方厚生局長等」を「都道府県知事」に改め、同条第４

号及び第５号中「の学部」を削り、同条第９号中「学校教育法の規定により」
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を「教育職員免許法に規定する幼稚園」に改め、「中学校」の次に「、義務教

育学校」を加え、「となる資格」を「に係る免許状」に改める。

第６９条第２項中「第１３条第２項各号」を「第１３条第３項各号」に改め

る。

付 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１２条、第２

２条第４号、第２３条第２項及び第２９条第２項の改正規定、同条第４項の

改正規定（「いう。」の次に「第５５条第２項第６号エ及び第６１条第７号

を除き、」を加える部分に限る。）、第４０条第１号の改正規定（「地方厚

生局長（厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号）第１８条に規定する

地方厚生局の長をいう。）又は地方厚生支局長（同法第１９条に規定する地

方厚生支局の長をいう。）（以下「地方厚生局長等」という。）が」を「都

道府県知事の」に改める部分に限る。）、第５５条第２項第１号の改正規定

、同項第５号の改正規定（「中学校」の次に「、義務教育学校」を加える部

分に限る。）、第５９条第２項及び第６１条第１号の改正規定、同条第９号

の改正規定（「中学校」の次に「、義務教育学校」を加える部分に限る。）

並びに第６９条第２項の改正規定並びに次項の規定は、公布の日から施行す

る。

 （北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基

準に関する条例の一部改正）

２ 北九州市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基

準に関する条例（平成２６年北九州市条例第５０号）の一部を次のように改

正する。

  第１５条第１項の表の第１２条の項中「第３３条の７」を「第６条の２第

１項」に改める。
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北九州市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部

を改正する条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第９号

北九州市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例

北九州市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２６年北九州市条例第５２号）の一部を次のように改正する。

第９条第４号中「第２２条」を「第２２条第１項」に改める。

第１１条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を

修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加える

。

付 則

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第９条第４号の改

正規定は、公布の日から施行する。
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北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１０号

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正   

する条例

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条

例第４号）の一部を次のように改正する。

別表第１の保育所の項中

「

「

改める。

   付 則

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。

〃

穴生〃

〃   八幡西区鷹の

巣一丁目３番２１号

〃   

折尾〃

〃   〃   北鷹

見町１２番２４号

〃

折尾〃

〃   八幡西区北鷹

見町１２番２４号

を

に

」

」
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 北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。

  平成３１年３月２６日

北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１１号

北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例   

   の一部を改正する条例

 北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例（平成３０

年北九州市条例第４号）の一部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

北九州市が施行する土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に

関する条例

 第１条中「第３６条の２第１項」を「第３６条の３第１項」に改める。

   付 則

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、題名の改正規定は

、公布の日から施行する。
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北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１２号

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の

一部を改正する条例

北九州市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成４年北

九州市条例第２６号）の一部を次のように改正する。

別表第１中

「

青葉台サイ 北九州広域都市計画青葉台サイエンスパーク地区計

エンスパー 画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

ク地区整備

計画区域

」

「

青葉台サイ 北九州広域都市計画青葉台サイエンスパーク地区計

エンスパー 画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域

ク地区整備

計画区域

蜑住団地地 北九州広域都市計画蜑住団地地区計画の区域のうち

区整備計画 、地区整備計画が定められた区域

区域

」

「

東田中央地 北九州広域都市計画東田中央地区地区計画の区域の

区地区整備 うち、地区整備計画が定められた区域 を

計画区域

」

「

東田中央地 北九州広域都市計画東田中央地区地区計画の区域の

区地区整備 うち、地区整備計画が定められた区域

計画区域

を

に、
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に

東田東部地 北九州広域都市計画東田東部地区地区計画の区域の

区地区整備 うち、地区整備計画が定められた区域

計画区域

」

改める。

別表第２中

「

研究開 次に掲げる建築物以外の １０分 １０分 ５００ 外壁等の面か ２．０ １５メ

発・生 もの（緩衝地帯（地区施 の１２ の５ 平方メ ら道路境界線 メート ートル

活関連 設の緑地に接し、おおむ ートル までの距離 ル （緩衝

施設地 ね２０メートルの幅を持 （ア欄 地帯内

区 った帯状の地帯をいう。 第４号 外壁等の面か １．０ の建築

以下この項において同じ 、第５ ら隣地境界線 メート 物に限

。）内の建築物（緩衝地 号又は までの距離 ル る。）

帯の内外にわたるものを 第７号

含む。）にあっては、第 に掲げ

４号、第５号又は第７号 る建築

に掲げるもの以外のもの 物の敷

に限る。） 地を除

（１） 学校 く。)

（２） 研修所又は研究

所

（３） 事務所又は工場

（研究又は開発を主た

る目的とするものに限

る。）で作業場の床面

積の合計が延べ面積の

２分の１未満のもの

（４） 体育館、水泳場

その他これらに類する

もので市内にある事業

所の従業員の福利厚生

の用に供するもの

（５） 共同住宅又は寄

宿舎で市内にある事業

所の従業員の居住の用

に供するもの

（６） 店舗、飲食店そ

の他これらに類する用

途に供するもののうち

令第１３０条の５の２

又は第１３０条の５の

３に掲げるものでその

用途に供する部分の床

面積の合計が３，００

０平方メートル以内の

もの

（７） 巡査派出所、公

衆電話所その他これら

に類する公益上必要な

建築物

（８） 前各号の建築物

に付属するもの

」

「

研究開 次に掲げる建築物以外の １０分 １０分 ５００ 外壁等の面か ２．０ １５メ

発・生 もの（緩衝地帯（地区施 の１２ の５ 平方メ ら道路境界線 メート ートル

活関連 設の緑地に接し、おおむ ートル までの距離 ル （緩衝

施設地 ね２０メートルの幅を持 （ア欄 地帯内

区 った帯状の地帯をいう。 第４号 外壁等の面か １．０ の建築

以下この項において同じ 、第５ ら隣地境界線 メート 物に限

。）内の建築物（緩衝地 号又は までの距離 ル る。）

帯の内外にわたるものを 第７号

含む。）にあっては、第 に掲げ

を
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４号、第５号又は第７号 る建築

に掲げるもの以外のもの 物の敷

に限る。） 地を除

（１） 学校 く。)

（２） 研修所又は研究

所

（３） 事務所又は工場

（研究又は開発を主た

る目的とするものに限

る。）で作業場の床面

積の合計が延べ面積の

２分の１未満のもの

（４） 体育館、水泳場

その他これらに類する

もので市内にある事業

所の従業員の福利厚生

の用に供するもの

（５） 共同住宅又は寄

宿舎で市内にある事業

所の従業員の居住の用

に供するもの

（６） 店舗、飲食店そ

の他これらに類する用

途に供するもののうち

令第１３０条の５の２

又は第１３０条の５の

３に掲げるものでその

用途に供する部分の床

面積の合計が３，００

０平方メートル以内の

もの

（７） 巡査派出所、公

衆電話所その他これら

に類する公益上必要な

建築物

（８） 前各号の建築物

に付属するもの

蜑住団 低層戸 法別表第２（ろ）項に掲 １０分 １０分 １９０ 建築物

地地区 建住宅 げる建築物以外のもの の１５ の６ 平方メ の各部

整備計 Ａ地区 ートル 分の高

画区域 （集会 さは、

所若し 次に掲

くは公 げるも

民館又 の以下

は巡査 とする

派出所 。

、公衆 （１）

電話所 １

その他 ０メ

これら ート

に類す ル

る公益 （２）

上必要 当

な建築 該部

物の敷 分か

地を除 ら前

く。） 面道

路の

反対

側の

境界

線ま

での

水平

距離

に１

．２

５を

乗じ

て得

たも

の

（３）

に、
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当

該部

分か

ら前

面道

路の

反対

側の

境界

線又

は隣

地境

界線

まで

の真

北方

向の

水平

距離

に１

．２

５を

乗じ

て得

たも

のに

５メ

ート

ルを

加え

たも

の

低層戸 次に掲げる建築物以外の １０分 １０分 ２３０ 外壁等の面か ２．０ （１） 外壁 １０メ

建住宅 もの の６ の４ 平方メ ら道路境界線 メート 等の中心線 ートル

Ｂ地区 （１） 住宅（住戸の数 ートル までの距離 ル の長さの合

が３以上の長屋を除く （集会 計が３．０

。次号において同じ。 所若し 外壁等の面か １．０ メートル以

） くは公 ら隣地境界線 メート 下であるも

（２） 住宅で、延べ面 民館又 までの距離 ル の

積の２分の１以上を居 は巡査 （２） 自動

住の用に供し、かつ、 派出所 車車庫で床

令第１３０条の３各号 、公衆 面積が５０

に掲げる用途のいずれ 電話所 平方メート

かを兼ねるもの（これ その他 ル以内であ

らの用途に供する部分 これら るもの

の床面積の合計が５０ に類す （３） 物置

平方メートルを超える る公益 その他これ

ものを除く。） 上必要 に類する用

（３） 集会所 な建築 途に供し、

（４） 巡査派出所、公 物の敷 軒の高さが

衆電話所その他これら 地を除 ２．３メー

に類する公益上必要な く。） トル以下で

建築物 、かつ、床

（５） 前各号の建築物 面積の合計

に付属するもの（令第 が５平方メ

１３０条の５各号に掲 ートル以内

げるものを除く。） であるもの

中層共 次に掲げる建築物以外の １０分 １０分 １０メ

同住宅 もの の６ の４ ートル

地区 （１） 共同住宅

（２） 集会所

（３） 巡査派出所、公

衆電話所その他これら

に類する公益上必要な

建築物

（４） 前３号の建築物

に付属するもの（令第

１３０条の５各号に掲

げるものを除く。）

」

「
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業務施 （１） 住宅 ３００ 外壁等の面か ３．０

設地区 （２） 住宅で事務所、 平方メ ら外壁等の後 メート

店舗その他これらに類 ートル 退距離が定め ル

する用途を兼ねるもの （集会 られている道

（３） 寄宿舎（高さが 所若し 路境界線まで

１０メートルを超え、 くは公 の距離

かつ、住戸の数が１１ 民館又

以上の寄宿舎で、各戸 は巡査

の床面積が１６平方メ 派出所

ートル以上のものを除 、公衆

く。）又は下宿 電話所

（４） 学校、図書館そ その他

の他これらに類するも これら

の に類す

（５） 神社、寺院、教 る公益

会その他これらに類す 上必要

るもの な建築

（６） 老人ホーム、保 物の敷

育所、福祉ホームその 地を除

他これらに類するもの く。)

（７） 公衆浴場

（８） 病院

（９） 老人福祉センタ

ー、児童厚生施設その

他これらに類するもの

（１０） ボーリング場

、スケート場、水泳場

その他これらに類する

運動施設

（１１） ホテル又は旅

館

（１２） 自動車教習所

（１３） 畜舎

（１４） マージャン屋

、ぱちんこ屋、射的場

、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他こ

れらに類するもの

（１５） カラオケボッ

クスその他これに類す

るもの

（１６） 劇場、映画館

、演芸場又は観覧場

（１７） キャバレー、

料理店、ナイトクラブ

、ダンスホールその他

これらに類するもの

」

「

業務施 （１） 住宅 ３００ 外壁等の面か ３．０

設地区 （２） 住宅で事務所、 平方メ ら外壁等の後 メート

店舗その他これらに類 ートル 退距離が定め ル

する用途を兼ねるもの （集会 られている道

（３） 寄宿舎（高さが 所若し 路境界線まで

１０メートルを超え、 くは公 の距離

かつ、住戸の数が１１ 民館又

以上の寄宿舎で、各戸 は巡査

の床面積が１６平方メ 派出所

ートル以上のものを除 、公衆

く。）又は下宿 電話所

（４） 学校、図書館そ その他

の他これらに類するも これら

の に類す

（５） 神社、寺院、教 る公益

会その他これらに類す 上必要

るもの な建築

（６） 老人ホーム、保 物の敷

育所、福祉ホームその 地を除

他これらに類するもの く。)

（７） 公衆浴場

（８） 病院

（９） 老人福祉センタ

ー、児童厚生施設その

を
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他これらに類するもの

（１０） ボーリング場

、スケート場、水泳場

その他これらに類する

運動施設

（１１） ホテル又は旅

館

（１２） 自動車教習所

（１３） 畜舎

（１４） マージャン屋

、ぱちんこ屋、射的場

、勝馬投票券発売所、

場外車券売場その他こ

れらに類するもの

（１５） カラオケボッ

クスその他これに類す

るもの

（１６） 劇場、映画館

、演芸場又は観覧場

（１７） キャバレー、

料理店、ナイトクラブ

、ダンスホールその他

これらに類するもの

東田東部地区 （１） 住宅

地区整備計画 （２） 住宅で事務所、

区域 店舗その他これらに類

する用途を兼ねるもの

（３） 共同住宅、寄宿

舎（地区整備計画区域

内にある事業所の従業

員等の居住の用に供す

るものを除く。）又は

下宿

（４） 学校（幼稚園を

除く。）

（５） 神社、寺院、教

会その他これらに類す

るもの

（６） 老人ホーム、福

祉ホームその他これら

に類するもの（老人デ

イサービスセンターを

除く。）

（７） 老人福祉センタ

ー、児童厚生施設その

他これらに類するもの

（８） 病院

（９） 自動車教習所

（１０） マージャン屋

、ぱちんこ屋、勝馬投

票券発売所、場外車券

売場又は場外勝舟投票

券発売所

（１１） キャバレー又

は料理店

（１２） 法別表第２（

ぬ）項第３号に掲げる

工場

（１３） 法別表第２（

ぬ）項第４号に掲げる

危険物の貯蔵又は処理

に供するもの

」

改める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

に
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北九州広域都市計画事業北九州学術・研究都市北部土地区画整理事業施行規

程の一部を改正する条例をここに公布する。

  平成３１年３月２６日

北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１３号

北九州広域都市計画事業北九州学術・研究都市北部土地区画整理

事業施行規程の一部を改正する条例

北九州広域都市計画事業北九州学術・研究都市北部土地区画整理事業施行規

程（平成１３年北九州市条例第５２号）の一部を次のように改正する。

第５条中「の所在地」を削り、「八幡西区大浦二丁目１３番７号とする」を

「小倉北区城内１番１号北九州市建築都市局内に置く」に改める。

付 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。
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北九州市火災予防条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成３１年３月２６日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第１４号 

北九州市火災予防条例の一部を改正する条例 

 北九州市火災予防条例（昭和４８年北九州市条例第４９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１８条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和

２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める

。 

付 則 

この条例は、平成３１年７月１日から施行する。
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北九州市学校応援基金条例をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１５号

北九州市学校応援基金条例

（設置）

第１条 北九州市立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に

おける、幼児、児童及び生徒の学力及び体力の向上並びに豊かな心の育成、

教員の資質の向上等の課題の解決に向けた取組を応援する事業に要する費用

に充てるため、北九州市学校応援基金（以下「基金」という。）を設置する

。

（基金の積立て）

第２条 基金は、寄付金その他の収入をもって積み立て、その額は、予算に定

めるところによる。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関に預け入れて、保管するものとする。

２ 市長が特に必要があると認める場合においては、基金に属する現金を最も

確実かつ有利な有価証券に代えて、保管することができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生じる収益は、第１条の事業の経費に充てるものとす

る。

２ 前項の規定により経費に充て、なお剰余金があるときは、基金に繰り入れ

るものとする。

（繰替運用）

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を、確

実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、歳計現金に繰り替えて運用する

ことができる。

（処分）

第６条 市長は、基金の設置の目的を達するため必要があると認めるときは、

予算の定めるところにより基金を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に市長が定める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。
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北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

平成３１年３月２６日 

北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第１６号 

北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例の一部を改 

正する条例 

 北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例（平成１３年北九州市

条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項各号列記以外の部分中「次に掲げるものは」を「何人も」に改

め、同項各号を削る。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第９条第２項の規定は、この条例の施行の日前に交付された政務

活動費に係る北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例第６条第

２項に規定する収支報告書等についても適用する。 
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北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第１４号

北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則

北九州市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和４９年北九州市規

則第４２号）の一部を次のように改正する。

 本則中「行つた」を「行った」に、「なつた」を「なった」に、「かかつた

」を「かかった」に、「あつて」を「あって」に、「代つて」を「代わって」

に改める。

第６条第１項各号列記以外の部分中「「借入申込書」を「この条及び次条第

１項において「借入申込書」に改め、同項第４号中「となるべき者」を「を立

てる場合にあっては、保証人」に改める。

第８条中「すみやかに、保証人の記名押印した災害援護資金借用書（」を「

速やかに、災害援護資金借用書（保証人を立てる場合にあっては、当該保証人

の記名押印がされたもの。」に改め、「及び保証人」を削り、「印鑑証明書」

の次に「（保証人を立てる場合にあっては、貸付決定者及び保証人の印鑑証明

書）」を加える。 

  付 則

 （施行期日）

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の第６条第１項第４号及び第８条の規定は、この規則の施行の日以

後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸

付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主

に対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。
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北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例施行規則の

一部を改正する規則をここに公布する。

平成３１年３月２６日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市規則第１５号

   北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例

   施行規則の一部を改正する規則

 北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例施行規則（

平成３０年北九州市規則第１１号）の一部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

   北九州市が施行する土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に

   関する条例施行規則

 第１条中「北九州市土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する条例

」を「北九州市が施行する土地改良事業に係る賦課金及び特別徴収金に関する

条例」に改める。

   付 則

 この規則は、公布の日から施行する。
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北九州市告示第９３号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のと 

おり道路の区域を変更する。 

 その関係図面は、告示の日から２週間北九州市建設局総務部管理課において 

、一般の縦覧に供する。 

  平成３１年３月２６日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 道路の種類 市道 

２ 路線名等 

整理番号 路線名 変更

前後

の別 

区域変更の区間 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

７８３ 高野１

号線 

前 北九州市小倉南区高野一丁

目１０９８番１地先から 

北九州市小倉南区高野二丁

目１０９６番２地先まで 

7.1 

～ 

8.2 

33.3 

後 北九州市小倉南区高野一丁

目１０９８番１から 

北九州市小倉南区高野二丁

目１０９６番２地先まで 

9.5 

～ 

12.7 

33.3 
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北九州市公告第１７２号 

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

    平成３１年３月２６日 

                                  北九州市長  北 橋 健 治   

１  物品等の名称及び数量   

    家庭ごみ及び資源化物収集用指定袋 ９８０万枚  

２  この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

    北九州市技術監理局契約部契約課 

    北九州市小倉北区城内１番１号 

３  落札者を決定した日   

    平成３１年３月７日 

４  落札者の名称及び住所   

    プラテック株式会社 

福岡市博多区金の隈三丁目６番２２号 

５  落札金額   

    ４，１７９万６００円 

６  契約の相手方を決定した手続   

    一般競争入札 

７  一般競争入札の公告をした日         

    平成３１年２月６日 

８  落札方式 

    最低価格による。 
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北九州市交通局管理規程第２号 

 北九州市自動車事業使用料及び手数料条例施行規程の一部を改正する規程を

次のように定める。 

  平成３１年３月２６日

北九州市交通局長  田 茂 人 

北九州市自動車事業使用料及び手数料条例施行規程の一部を改正

する規程 

 北九州市自動車事業使用料及び手数料条例施行規程（昭和３９年北九州市交

通局管理規程第７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１及び別表第１の２を次のように改める。
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別表第１（第１条関係）
エコタウンセンター

かんぽの宿北九州
　 エコタウンセンター前

響灘工業団地入口
岩屋 　岩屋入口

　　 　　西小石町

赤崎  　　　　北湊浄化センター前
  　内平尻

　新屋敷   第二小石本村 　　第二赤崎

　　内平 　  下原町 　北連歌浜 　安瀬口 　安瀬
　　    芦屋町役場前 芦屋橋　　　　山鹿 　   ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ 迫田      第二北湊町

　　　 八光丸入口     上原町
青葉台交差点      第一北湊町

芦屋中学校前 有毛    上有毛 竹並 　　響灘緑地入口 　   小石観音前     若松高校前 北浜
　青葉台南

自衛隊前 　　平石     深町  波打町
　　       上中畑    浜町三丁目

高浜町 芦屋総合 　　平川    桜町
体育館前 　　   栄盛川         産業医科大学若松病院

鶴松団地 　　内小竹公民館前
中川町    若松郵便局前

浜口 　稲国橋  　　花房小学校前
            後水 西園町 大井戸町

飛行場下 　　畠田
　　　 　　青葉台入口 畠田三丁目

大君 鴨生田 　　若松商業高校前 　中川町
　　高須団地 四丁目　 　交差点 　 ウイング

大城 鴨生田 　　片山 プラザ前     　幸町
江川橋 　　高須西一丁目      払川   小学校前

粟屋入口 島郷合同 　　顕照寺前     　浅生
高須南二丁目 　　高須交番前 庁舎前    大橋通り 　明治町     　通り

粟屋 　銀天街前
高須公営

第二粟屋 住宅前 　　 　新払川 　 本町
　　向田 　    三ツ頭 　　 　大橋 　 戸畑駅

　 猪熊北 　  高須東一丁目 　 本町
猪熊 　　   高須南一丁目 御開 若松競艇場 　　三丁目

　 高須小学校前 　 　　 塩屋 本城陸上 　　第三二島 　 若松南海岸通り
　第二三松園 競技場前    二島工業団地第一     若松図書館前
　       三松園    第二浅川橋 　　東中島

   二島工業団地第二 若松渡場 紫川橋　
　　　　鷹見神社入口 五月    浅川橋 本城三丁目 　　碇地

   二島工業団地第三
   浅川小学校前 小池学園前 　　十字路

おかの台団地    二島工業団地第四 小倉駅新幹線口　
　　　　猪熊小学校前 ８棟前          浅川本村 浅川学園台 　光貞台

樋口 おかの台団地    洞北町 浅香通り　
１８棟前 浅川交差点  古開 室町・リバーウォーク
おかの台団地 　千代ヶ崎
入口 　　三丁目

　 本城西団地    本城東一丁目 　八坂神社前
第二梅ノ木 　浅川台三丁目 　米町

   藤原 　 産業医科大学    夜越 　松本清張記念館前
　 病院入口 力丸町

梅ノ木団地前 九州共立大前 小島市営住宅前
   本城西市営住宅前

古賀公民館前 　日吉台団地 　　西門前    帯田      
古賀 大浦三丁目   星和町

県営古賀団地前 大浦一丁目    　　本城駅
日吉台郵便局前 　　丸尾町 　本陣橋

緑ヶ丘 　 　 九州女子大前 　　 本陣橋
　水巻町総合 日吉台一丁目

　　運動公園前 　　　   光明二丁目 　　　  　 は運賃区界停留所
頃末宮の下    学園大通り

は調整区界停留所
    黒崎四丁目

区数は、乗車停留所から最初の運賃区界停留所
までを１区とし、次の運賃区界停留所までを２区と 

折尾駅 し、以後運賃区界停留所までごとに１区を加える。
ただし、大橋通りと幸町との間は４区とし、大橋通
りと紫川橋との間は７区とする。

吉田東二丁目

吉田グラウンド

吉田東四丁目

東水巻駅

     大膳橋

水
巻
町
民

体
育
館
前 本

城
中
学
校
前

中
鶴
四
丁
目

いきいきほーる水巻駅南口

梅ノ木

大
鳥
居

原
牟
田

蜑
住
入
口

塩
屋
入
口

払
川

唐
戸
鷺
田

鴨

生

田

千
畳
敷
海
岸
入
口

逆
水

逆
水
東
口

後
安
屋

坊
ヶ
渕

小
敷
橋

二
島
郵
便
局
前

J
パ
ワ
ー

電
源
開
発

ひ
び
き
学
園
入
口

脇
の
浦

鬼
ヶ
坂
入
口

外
小
竹

常
福
寺
入
口

椿
下

竜
光
の
滝

不
動
下

向
洋
中
学
校
前

第
一
二
島

高
稜
高
校
前

二
島
駅

東
二
島
三
丁
目

日
吉
神
社
下

道
岸

童
子
丸

用
勺

今
光
峠

今
光

赤
島

藤
ノ
木
駅
前

宮
丸
和
田
町

若
松
警
察
署
前

岬
の
山

若
松
体
育
館
前

古
前
一
丁
目

修
多
羅

若
松
駅

小
石
本
村

中
畑

西
畑
町

第
二
東
畑
町

響
灘
工
業

団
地
第
三

折
尾
五
丁
目

頃
末

頃
末
小
学
校
前

日
吉
台
三
丁
目

日
吉
台
下

折
尾
四
丁
目

第
二
太
閤
水

洞
北
中
学
校
前

折
尾
駅
西
口

折
尾
一
丁
目

折
尾
光
明

折
尾
中
学
校
前

西
本
陣
橋

本
城
中
央
団
地

浅
川
二
丁
目

浅
川
学
園
台

入
口

光
貞
小
学
校
前

黄
枝
崎

洞
南
町

三
菱
化
学
西
門
前

小
島

熊
西
一
丁
目

陣
の
原
三
丁
目

穴生橋

皇
后
崎

萩
原
団
地
下

熊
西
二
丁
目

八
幡
西
郵
便
局
前

御
手
洗
公
園
前

黒
崎
駅

勝
山
橋

魚
町

北
九
州
市
役
所
前

旦
過
橋

紺
屋
町

堺
町
公
園
前

第
一
東
畑
町

お
か
の
台

日
の
峯
公
園

日
の
峯

一
丁
目

浅
川
台

赤
坂
小
学
校
前

太
閤
水

折
尾
東
団
地

本
城
小
学
校
前

江
川
小
学
校
前

新
屋
敷
北
口

脇
田

火
の
坂

東
本
陣
橋

柳
原

小
石
小
学
校
前

若
松
営
業
所

若
松
市
民
会
館
前

千
代
ヶ
崎

浅
川
中
学
校
前

蜑
住
団
地

洞北中学校入口

竹並公民館前

青
葉
台
西
二
丁
目

第
二
二
島

向
田
営
業
所

エ
ス
ト
本
町

東
口

青
葉
台
東

青
葉
台
中
央
公
園
前

楠
木
一
丁
目

友
田
二
丁
目

折
尾
出
張
所
前

花
野
路
一
丁
目

花
野
路
三
丁
目

陣
原
駅
南
口

響
町
・

エ
コ
タ
ウ
ン

東
二
島
四
丁
目

黒
崎
バ
ス
セ

ン
タ
ー

縄手

日
の
峯
入
口

学
研
都
市
北
口

棚
田
町

第
二
棚
田
町

東
曲
里
町

花
野
路
中
央

花
野
路
西花

美
坂

芦
屋
中
央
病
院
下

高
尾

水巻中央

サイエンス
パーク

青葉小学校前

熊
手
四
ツ
角

青
葉
台
西
五
丁
目

青
葉
台
西

小敷公民館前

響
灘
工
業

団
地
第
二

響
灘
工
業

団
地
第
四

響
灘
工
業

団
地
第
五

響
灘
工
業

団
地
第
一

東
小
石
町

若
松
区
役
所
前

ひびきの東

ひびきの

南一丁目

産業医科大学病院

逆
水
西
口

学
研
都
市

北
口
第
二

高尾工業団地

日吉台ニ丁目

水
巻
町

図
書
館

頃
末
北
三
丁
目

水
巻
町
役
場

夢
工
房

下二

のぞみ野

伊左座小学校入口

二町住入口

八所神社

福岡
新水巻病院

塩屋
三丁目

本城学研台
三丁目

学研都市
ひびきの

陣原駅北口
夕原町

黒崎駅前
ふれあい通り

折尾東
小学校入口

芦屋競艇場

小倉記念病院玄

関前

山鹿
郵便局前

ひびきの北

西
天
神

汐
入
の
里
前

久岐の浜
市営住宅前

久岐の浜
五街区

久岐の浜
１号公園前

ひびきの
運動場前

ひびきの
教員宿舎前

ひびきの
西

ひびきの
南

ひびきの
郵便局前

本城学研台
一丁目 本城

小学校前

相坂学研
大通り西
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別表第１の２（第３条の３関係）

かんぽの宿北九州

岩屋 　岩屋入口

  　内平尻
　新屋敷   第二小石本村

　　内平
　ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ

　　　　　 八光丸入口

有毛    上有毛 　　響灘緑地入口
竹並

　　平石

　　平川

　　内小竹公民館前
　　稲国橋

 　　花房小学校前

　　畠田 は特定路線
畠田三丁目
鴨生田 　　若松商業高校前 は運賃区界停留所
四丁目　

鴨生田 　　片山 は調整区界停留所
  小学校前

払川 島郷合同 　　顕照寺前
庁舎前 区数は、乗車停留所から最初の運賃区界停留所

までを１区とし、次の運賃区界停留所までを２区と 
し、以後運賃区界停留所までごとに１区を加える。大

鳥
居

原
牟
田

蜑
住
入
口

塩
屋
入
口

払
川

唐
戸
鷺
田

鴨
生
田

千
畳
敷
海
岸
入
口

逆
水

逆
水
東
口

後
安
屋

坊
ヶ
渕

小
敷
橋

二
島
郵
便
局
前

J
パ
ワ
ー

電
源
開
発

ひ
び
き
学
園
入
口

脇
の
浦

鬼
ヶ
坂
入
口

外
小
竹

常
福
寺
入
口

椿
下

竜
光
の
滝

不
動
下

向
洋
中
学
校
前

第
一
二
島

高
稜
高
校
前

二
島
駅

小
石
本
村

洞
北
中
学
校
前

江
川
小
学
校
前

新
屋
敷
北
口

脇
田

火
の
坂

蜑
住
団
地

洞北中学校入口

竹並公民館前

学
研
都
市
北
口

逆
水
西
口

学
研
都
市

北
口
第
二

第
二
二
島

汐
入
の
里
前
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別表第３及び別表第３の２を次のように改める。
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別表第３（第１４条の２関係）
エコタウンセンター

かんぽの宿北九州
　 エコタウンセンター前

響灘工業団地入口
岩屋 　岩屋入口

　　 　　西小石町

赤崎  　　　　北湊浄化センター前
  　内平尻

　新屋敷   第二小石本村 　　第二赤崎

　　内平 　  下原町 　北連歌浜 　安瀬口 　安瀬
　　    芦屋町役場前 芦屋橋　　　　山鹿 　   ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ 迫田      第二北湊町

　　　 八光丸入口     上原町
青葉台交差点      第一北湊町

芦屋中学校前 有毛    上有毛 竹並 　　響灘緑地入口 　   小石観音前     若松高校前 北浜
　青葉台南

自衛隊前 　　平石     深町  波打町
　　       上中畑    浜町三丁目

高浜町 芦屋総合 　　平川    桜町
体育館前 　　   栄盛川         産業医科大学若松病院

鶴松団地 　　内小竹公民館前
中川町    若松郵便局前

浜口 　稲国橋  　　花房小学校前
            後水 西園町 大井戸町

飛行場下 　　畠田
　　　 　　青葉台入口 畠田三丁目

大君 鴨生田 　　若松商業高校前 　中川町
　　高須団地 四丁目　 　交差点 　 ウイング

大城 鴨生田 　　片山 プラザ前     　幸町
江川橋 　　高須西一丁目      払川   小学校前

粟屋入口 島郷合同 　　顕照寺前     　浅生
高須南二丁目 　　高須交番前 庁舎前    大橋通り 　明治町     　通り

粟屋 　銀天街前
高須公営

第二粟屋 住宅前 　　 　新払川 　 本町
　　向田 　    三ツ頭 　　 　大橋 　 戸畑駅

　 猪熊北 　  高須東一丁目 　 本町
猪熊 　　   高須南一丁目 御開 若松競艇場 　　三丁目

　 高須小学校前 　 　　 塩屋 本城陸上 　　第三二島 　 若松南海岸通り
　第二三松園 競技場前    二島工業団地第一     若松図書館前
　       三松園    第二浅川橋 　　東中島

   二島工業団地第二 若松渡場 紫川橋　
　　　　鷹見神社入口 五月    浅川橋 本城三丁目 　　碇地

   二島工業団地第三
   浅川小学校前 小池学園前 　　十字路

おかの台団地    二島工業団地第四 小倉駅新幹線口　
　　　　猪熊小学校前 ８棟前          浅川本村 浅川学園台 　光貞台

樋口 おかの台団地    洞北町 浅香通り　
１８棟前 浅川交差点  古開 室町・リバーウォーク
おかの台団地 　千代ヶ崎
入口 　　三丁目

　 本城西団地    本城東一丁目 　八坂神社前
第二梅ノ木 　浅川台三丁目 　米町

   藤原 　 産業医科大学    夜越 　松本清張記念館前
　 病院入口 力丸町

梅ノ木団地前 九州共立大前 小島市営住宅前
   本城西市営住宅前

古賀公民館前 　日吉台団地 　　西門前    帯田      
古賀 大浦三丁目 　星和町

県営古賀団地前 大浦一丁目    　　本城駅
日吉台郵便局前 　　丸尾町 　本陣橋

緑ヶ丘 　 　 九州女子大前 　　 本陣橋
　水巻町総合 日吉台一丁目

　　運動公園前 　　　   光明二丁目 　　　  　 は運賃区界停留所
頃末宮の下    学園大通り

は調整区界停留所
    黒崎四丁目

区数は、乗車停留所から最初の運賃区界停留所
までを１区とし、次の運賃区界停留所までを２区と 

折尾駅 し、以後運賃区界停留所までごとに１区を加える。
ただし、大橋通りと幸町との間は４区とし、大橋通
りと紫川橋との間は７区とする。

吉田東二丁目
　　　　　　（点線で囲んだ地域を北九州市内地域とする。）

吉田グラウンド

吉田東四丁目

東水巻駅

     大膳橋

水
巻
町
民

体
育
館
前 本

城
中
学
校
前

中
鶴
四
丁
目

いきいきほーる水巻駅南口

梅ノ木

大
鳥
居

原
牟
田

蜑
住
入
口

塩
屋
入
口

払
川

唐
戸
鷺
田

鴨

生
田

千
畳
敷
海
岸
入
口

逆
水

逆
水
東
口

後
安
屋

坊
ヶ
渕

小
敷
橋

二
島
郵
便
局
前

J
パ
ワ
ー

電
源
開
発

ひ
び
き
学
園
入
口

脇
の
浦

鬼
ヶ
坂
入
口

外
小
竹

常
福
寺
入
口

椿
下

竜
光
の
滝

不
動
下

向
洋
中
学
校
前

第
一
二
島

高
稜
高
校
前

二
島
駅

東
二
島
三
丁
目

日
吉
神
社
下

道
岸

童
子
丸

用
勺

今
光
峠

今
光

赤
島

藤
ノ
木
駅
前

宮
丸
和
田
町

若
松
警
察
署
前

岬
の
山

若
松
体
育
館
前

古
前
一
丁
目

修
多
羅

若
松
駅

小
石
本
村

中
畑

西
畑
町

第
二
東
畑
町

響
灘
工
業

団
地
第
三

折
尾
五
丁
目

頃
末

頃
末
小
学
校
前

日
吉
台
三
丁
目

日
吉
台
下

折
尾
四
丁
目

第
二
太
閤
水

洞
北
中
学
校
前

折
尾
駅
西
口

折
尾
一
丁
目

折
尾
光
明

折
尾
中
学
校
前

西
本
陣
橋

本
城
中
央
団
地

浅
川
二
丁
目

浅
川
学
園
台

入
口

光
貞
小
学
校
前

黄
枝
崎

洞
南
町

三
菱
化
学
西
門
前

小
島

熊
西
一
丁
目

陣
の
原
三
丁
目

穴生橋

皇
后
崎

萩
原
団
地
下

熊
西
二
丁
目

八
幡
西
郵
便
局
前

御
手
洗
公
園
前

黒
崎
駅

勝
山
橋

魚
町

北
九
州
市
役
所
前

旦
過
橋

紺
屋
町

堺
町
公
園
前

第
一
東
畑
町

お
か
の
台

日
の
峯
公
園

日
の
峯

一
丁
目

浅
川
台

赤
坂
小
学
校
前

太
閤
水

折
尾
東
団
地

江
川
小
学
校
前

新
屋
敷
北
口

脇
田

火
の
坂

東
本
陣
橋

柳
原

小
石
小
学
校
前

若
松
営
業
所

若
松
市
民
会
館
前

千
代
ヶ
崎

浅
川
中
学
校
前

蜑
住
団
地

洞北中学校入口

竹並公民館前

青
葉
台
西
二
丁
目

第
二
二
島

向
田
営
業
所

エ
ス
ト
本
町

東
口

青
葉
台
東

青
葉
台
中
央
公
園
前

楠
木
一
丁
目

友
田
二
丁
目

折
尾
出
張
所
前

花
野
路
一
丁
目

花
野
路
三
丁
目

陣
原
駅
南
口

響
町
・

エ
コ
タ
ウ
ン

東
二
島
四
丁
目

黒
崎
バ
ス
セ

ン
タ
ー

縄手

日
の
峯
入
口

学
研
都
市
北
口

棚
田
町

第
二
棚
田
町

東
曲
里
町

花
野
路
中
央

花
野
路
西花

美
坂

高
尾

水巻中央

サイエンス
パーク

青葉小学校前

熊
手
四
ツ
角

青
葉
台
西
五
丁
目

青
葉
台
西

小敷公民館前

響
灘
工
業

団
地
第
二

響
灘
工
業

団
地
第
四

響
灘
工
業

団
地
第
五

響
灘
工
業

団
地
第
一

東
小
石
町

若
松
区
役
所
前

ひびきの東

ひびきの

南一丁目

産業医科大学病院

逆
水
西
口

学
研
都
市

北
口
第
二

高尾工業団地

日吉台ニ丁目

水
巻
町

図
書
館

頃
末
北
三
丁
目

水
巻
町
役
場

夢
工
房

下二

のぞみ野

伊左座小学校入口

二町住入口

八所神社

福岡
新水巻病院

塩屋
三丁目

本城学研台
三丁目

学研都市
ひびきの

陣原駅北口
夕原町

黒崎駅前
ふれあい通り

折尾東
小学校入口

芦屋競艇場

小倉記念病院玄

関前

山鹿
郵便局前

ひびきの北

西
天
神

汐
入
の
里
前

久岐の浜
市営住宅前

久岐の浜
五街区

久岐の浜
１号公園前

ひびきの
西

ひびきの
南

相坂

本城学研台
一丁目 本城

小学校前

ひびきの
運動場前

ひびきの
教員宿舎前

ひびきの
郵便局前

本
城
小
学
校
前

芦
屋
中
央
病
院
下

学研
大通り西

3
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別表第３の２（第１４条の３関係）
エコタウンセンター

かんぽの宿北九州
　 エコタウンセンター前

響灘工業団地入口
岩屋 　岩屋入口

　　 　　西小石町

赤崎  　　　　北湊浄化センター前
  　内平尻

　新屋敷   第二小石本村 　　第二赤崎

　　内平 　  下原町 　北連歌浜 　安瀬口 　安瀬
　　    芦屋町役場前 芦屋橋　　　　山鹿    　ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ 迫田      第二北湊町

　　　 八光丸入口     上原町
青葉台交差点      第一北湊町

芦屋中学校前 有毛    上有毛 竹並 　　響灘緑地入口 　   小石観音前     若松高校前 北浜
　青葉台南

自衛隊前 　　平石     深町  波打町
　　       上中畑    浜町三丁目

高浜町 芦屋総合 　　平川    桜町
体育館前 　　   栄盛川         産業医科大学若松病院

鶴松団地 　　内小竹公民館前
中川町    若松郵便局前

浜口 　稲国橋  　　花房小学校前
            後水 西園町 大井戸町

飛行場下 　　畠田
　　　 　　青葉台入口 畠田三丁目

大君 鴨生田 　　若松商業高校前 　中川町
　　高須団地 四丁目　 　交差点 　 ウイング

大城 鴨生田 　　片山 プラザ前     　幸町
江川橋 　　高須西一丁目      払川   小学校前

粟屋入口 島郷合同 　　顕照寺前     　浅生
高須南二丁目 　　高須交番前 庁舎前    大橋通り 　明治町     　通り

粟屋 　銀天街前
高須公営

第二粟屋 住宅前 　　 　新払川 　 本町
　　向田 　    三ツ頭 　　 　大橋 　 戸畑駅

　 猪熊北 　  高須東一丁目 　 本町
猪熊 　　   高須南一丁目 御開 若松競艇場 　　三丁目

　 高須小学校前 　 　　  塩屋 本城陸上 　　第三二島 　 若松南海岸通り
　第二三松園 競技場前    二島工業団地第一     若松図書館前
　       三松園    第二浅川橋 　　東中島

   二島工業団地第二 若松渡場 紫川橋　
　　　　鷹見神社入口 五月    浅川橋 本城三丁目 　　碇地

   二島工業団地第三
   浅川小学校前 小池学園前 　　十字路

おかの台団地    二島工業団地第四 小倉駅新幹線口　
　　　　猪熊小学校前 ８棟前          浅川本村 浅川学園台 　光貞台

樋口 おかの台団地    洞北町 浅香通り　
１８棟前 浅川交差点  古開 室町・リバーウォーク
おかの台団地 　千代ヶ崎
入口 　　三丁目

　 本城西団地    本城東一丁目 　八坂神社前
第二梅ノ木 　浅川台三丁目 　米町

   藤原 　 産業医科大学    夜越 　松本清張記念館前
　 病院入口 力丸町

梅ノ木団地前 九州共立大前 小島市営住宅前
   本城西市営住宅前

古賀公民館前 　日吉台団地 　　西門前    帯田      
古賀 大浦三丁目 　星和町

県営古賀団地前 大浦一丁目    　　本城駅
日吉台郵便局前 　　丸尾町 　本陣橋

緑ヶ丘 　 　 九州女子大前 　　 本陣橋
　水巻町総合 日吉台一丁目

　　運動公園前 　　　   光明二丁目 　　　  　 は運賃区界停留所
頃末宮の下    学園大通り

は調整区界停留所
    黒崎四丁目

区数は、乗車停留所から最初の運賃区界停留所
までを１区とし、次の運賃区界停留所までを２区と 

折尾駅 し、以後運賃区界停留所までごとに１区を加える。
ただし、大橋通りと幸町との間は４区とし、大橋通
りと紫川橋との間は７区とする。

吉田東二丁目
　　　（点線で囲んだ地域のうち、若松渡場を含む地域を若松渡場地域とし、折尾駅を含む地域を折尾駅地域とする。）

吉田グラウンド

吉田東四丁目

東水巻駅

     大膳橋

水
巻
町
民

体
育
館
前 本

城
中
学
校
前

中
鶴
四
丁
目

いきいきほーる水巻駅南口

梅ノ木

大
鳥
居

原
牟
田

蜑
住
入
口

塩
屋
入
口

払
川

唐
戸
鷺
田

鴨
生

田

千
畳
敷
海
岸
入
口

逆
水

逆
水
東
口

後
安
屋

坊
ヶ
渕

小
敷
橋

二
島
郵
便
局
前

J
パ
ワ
ー

電
源
開
発

ひ
び
き
学
園
入
口

脇
の
浦

鬼
ヶ
坂
入
口

外
小
竹

常
福
寺
入
口

椿
下

竜
光
の
滝

不
動
下

向
洋
中
学
校
前

第
一
二
島

高
稜
高
校
前

二
島
駅
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付 則  

（施行期日）

１ この規程は、平成３１年３月３０日から施行する。

 （経過措置） 

２ この規程の施行前にこの規程による改正前の北九州市自動車事業使用料及

び手数料条例施行規程（以下「旧規程」という。）の規定により発売された

定期乗車券で、この規程の施行の際現に効力を有するものは、この規程によ

る改正後の北九州市自動車事業使用料及び手数料条例施行規程の規定により

発売されたものとみなす。 

３ 前項に定めるもののほか、この規程の施行前に旧規程の規定により発売さ

れた乗車券の取扱いに関しては、別に管理者が定める。 
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北九州市選挙管理委員会告示第２７号 

 平成３１年１月２７日執行の北九州市長選挙における候補者の選挙運動に関

する収支報告書の要旨は、別紙のとおりである。 

  平成３１年３月２６日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 日 髙 義 隆 
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１　選挙の種類　　

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額
円

３　報告書の要旨
候 補 者 氏 名 所属党派 平成30年12月2日 から

出納責任者氏名 平成31年1月27日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 0 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

波田　千賀子 無職 50,000 円 　　選挙事務所費 270,365

安部　千春 弁護士 60,000 　　集合会場費 0

田邊　匡彦 弁護士 60,000 通信費 0

横光　幸雄 弁護士 60,000 交通費 17,985

尾崎　英弥 弁護士 30,000 印刷費 1,342,840

平山　博久 弁護士 60,000 広告費 325,117

東　敦子 弁護士 60,000 文具費 322

溝口　史子 弁護士 50,000 食糧費 7,446

朝隈　朱絵 弁護士 50,000 休泊費 0

高木　健康 弁護士 30,000 雑費 0

前田　憲徳 弁護士 50,000

迫田　学 弁護士 50,000

上地　和久 弁護士 50,000

天久　泰 弁護士 50,000

荒牧　啓一 弁護士 50,000

縄田　浩孝 弁護士 50,000

蓼沼　一郎 弁護士 10,000

配川　寿好 弁護士 20,000

吉武　みゆき 弁護士 50,000

田篭　克博 弁護士 50,000

池上　遊 弁護士 50,000

今里　晋也 弁護士 50,000

薄　美波 弁護士 50,000

上野　直生 弁護士 50,000

石井　衆介 弁護士 50,000

竹内　佑記 弁護士 50,000

藤本　智恵 弁護士 50,000

村上　陽三 大学教員 10,000

久田　祐史 無職 10,000

西垣　敏 無職 10,000

前野　宗俊 弁護士 50,000

松井　岩美 医師 30,000

藤澤　正明 無職 10,000

高木　健康 弁護士 30,000

有馬　和子 無職 10,000

畑野　孝之 無職 10,000

日野　修造 無職 10,000

その他の寄附 0件 0

２０,１０８,５００

　　平成３１年１月２７日執行　北九州市長選挙　　

　　　　（法定選挙運動費用額）

期間

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

永田　浩一 無所属
第１回分

原田　祥昌
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その他の収入 0

今　　回　　計 1,470,000 今　　回　　計 1,964,075

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 1,470,000 総　　 　 　計 1,964,075

円

円

候 補 者 氏 名 所属党派 平成30年12月27日 から

出納責任者氏名 平成31年2月6日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 1,980,000 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

北橋健治後援会 1,000,000 円 　　選挙事務所費 834,146

　　集合会場費 548,684

通信費 0

交通費 510

印刷費 1,343,024

広告費 748,980

文具費 17,833

食糧費 113,682

休泊費 0

雑費 206,563

その他の寄附 0件 0

その他の収入 3,800,000

今　　回　　計 4,800,000 今　　回　　計 5,793,422

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 4,800,000 総　　 　 　計 5,793,422

円

円

候 補 者 氏 名 所属党派 平成30年11月10日 から

出納責任者氏名 平成31年2月5日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 635,000 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

柳田　くにひこ 自営業 50,000 円 　　選挙事務所費 207,192

壱岐尾　恵美 自営業 50,000 　　集合会場費 0

西田　耕一 自営業 50,000 通信費 3,884

木村　公憲 自営業 500,000 交通費 55,450

小野　ゆうこ 自営業 100,000 印刷費 1,085,940

山田　恵子 無職 10,000 広告費 226,580

第１回報告分平成31年2月8日報告書受理年月日

支出のうち公費負担相当額

項　目

松尾　繁司

ビラの作成 357,000

金　額

第１回分
北橋　健治 無所属

期間

ポスターの作成 707,200

報告書受理年月日

ビラの作成 476,000

平成31年2月7日 第１回報告分

支出のうち公費負担相当額

項　目 金　額

ポスターの作成 609,984

秋武　正道 無所属
期間 第１回分

秋武　正道
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秋武正道後援会 42,000 文具費 5,184

川浪　貞治 自営業 1,000,000 食糧費 438

大野　憲治 自営業 10,000 休泊費 0

木村　公憲 自営業 1,000,000 雑費 15,706

小倉　久秀 自営業 10,000

中野　新司 自営業 50,000

河野　一博 無職 15,000

河野　としえ 無職 15,000

諸井　智彰 会社員 10,000

福原　智子 無職 10,000

小泉　憲代 無職 70,000

松尾　裕子 無職 20,000

小室　則子 無職 80,000

光井　智加 店員 100,000

永末　久美子 自営業 50,000

森川　和枝 自営業 40,000

西中　あかね 司会業 30,000

前山　真理子 無職 45,000

福田　千鶴 講師 15,000

松尾　潤二 会社員 15,000

梶谷　登 自営業 30,000

潮　洋一 無職 140,000

秋武正道後援会 30,000

その他の寄附 2件 10,000

その他の収入 85,000

今　　回　　計 3,682,000 今　　回　　計 2,235,374

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 3,682,000 総　　 　 　計 2,235,374

円

円

支出のうち公費負担相当額

項　目 金　額

ビラの作成 0

ポスターの作成 1,085,940

報告書受理年月日 平成31年2月5日 第１回報告分
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北九州市選挙管理委員会告示第２８号 

 平成３１年１月２７日執行の北九州市議会議員補欠選挙（小倉北区選挙区）

における候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、別紙のとおりである

。 

  平成３１年３月２６日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 日 髙 義 隆 
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１　選挙の種類　　　　　

２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額
円

３　報告書の要旨
候 補 者 氏 名 所属党派 平成31年1月10日 から

出納責任者氏名 平成31年2月1日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 540,000 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

日本共産党門司小倉地区委員会 177,280 円 　　選挙事務所費 54,000

日本共産党門司小倉地区委員会 54,000 　　集合会場費 0

野中　政一 無職 90,000 通信費 0

阿久津　満 無職 90,000 交通費 1,930

安藤　行彦 無職 90,000 印刷費 324,000

津元　啓子 無職 90,000 広告費 70,000

山形　玲子 無職 90,000 文具費 0

林　真由美 無職 90,000 食糧費 0

休泊費 0

その他の寄附 0件 0 雑費 2,950

その他の収入 0

今　　回　　計 771,280 今　　回　　計 992,880

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 771,280 総　　 　 　計 992,880

円

候 補 者 氏 名 所属党派 平成30年12月12日 から

出納責任者氏名 平成31年2月7日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 0 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

0 円 　　選挙事務所費 0

　　集合会場費 0

通信費 0

交通費 5,800

印刷費 952,398

広告費 325,000

文具費 7,567

その他の寄附 0件 0 食糧費 0

休泊費 0

その他の収入 500,000 雑費 7,808

今　　回　　計 500,000 今　　回　　計 1,298,573

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 500,000 総　　 　 　計 1,298,573

円

日本共産党
期間 第１回分

橋本　知子

支出のうち公費負担相当額
項　目 金　額

齋藤　法子 無所属
期間 第１回分

齋藤　法子

ポスターの作成 324,000

報告書受理年月日 平成31年2月8日 第１回報告分

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

    平成３１年１月２７日執行　北九州市議会議員補欠選挙（小倉北区選挙区）　　

　　　　（法定選挙運動費用額） ５，７６６，３００

宇土　浩一郎

支出のうち公費負担相当額
項　目 金　額

ポスターの作成 918,000

報告書受理年月日 平成31年2月8日 第１回報告分
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候 補 者 氏 名 所属党派 平成31年1月3日 から

出納責任者氏名 平成31年2月6日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 751,750 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

0 円 　　選挙事務所費 0

　　集合会場費 0

通信費 0

交通費 0

印刷費 540,000

広告費 467,200

文具費 0

その他の寄附 0件 0 食糧費 0

休泊費 0

その他の収入 3,000,000 雑費 7,470

今　　回　　計 3,000,000 今　　回　　計 1,766,420

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 3,000,000 総　　 　 　計 1,766,420

円

候 補 者 氏 名 所属党派 平成30年12月25日 から

出納責任者氏名 平成31年2月4日 まで

　収　入 　支　出

主たる寄附 人件費 666,000 円

(氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費

国民民主党福岡県総支部連合会 1,000,000 円 　　選挙事務所費 196,340

国民民主党福岡県総支部連合会 750,000 　　集合会場費 0

国民民主党福岡県総支部連合会 500,000 通信費 410

交通費 24,013

印刷費 671,960

広告費 2,279,262

文具費 465

その他の寄附 0件 0 食糧費 37,470

休泊費 0

その他の収入 1,200,000 雑費 17,817

今　　回　　計 3,450,000 今　　回　　計 3,893,737

前　　回　　計 0 前　　回　　計 0

総　　　　　計 3,450,000 総　　 　 　計 3,893,737

円

平成31年2月8日 第１回報告分

木村　年伸 自由民主党
期間 第１回分

黒水　尚子

項　目 金　額

ポスターの作成 671,960

支出のうち公費負担相当額
項　目 金　額

ポスターの作成 540,000

報告書受理年月日

報告書受理年月日 平成31年2月7日 第１回報告分

中原　晴子 無所属
期間 第１回分

支出のうち公費負担相当額

 熊谷　朱江子
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北九州市選挙管理委員会告示第２９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の規定による各種請求、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）の規定による教

育長又は委員の解職請求並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年

法律第５９号）の規定による合併協議会設置の請求及び合併協議会設置の投票

の請求をするに必要な選挙人の数は、次のとおりである。 

  平成３１年３月２６日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 日 髙 義 隆 

１ 地方自治法第７４条第１項（条例の制定又は改廃の請求）及び第７５条第

１項（市の事務の監査の請求）並びに市町村の合併の特例に関する法律第４

条第１項（合併協議会設置の請求）及び第５条第１項（同一請求関係市町村

の長に対する合併協議会設置の請求）に規定する選挙権を有する者の５０分

の１の数 

  １万６，０００人 

２ 地方自治法第７６条第１項（議会の解散の請求）、第８１条第１項（市長

の解職の請求）及び第８６条第１項（副市長、選挙管理委員（市の選挙管理

委員に限る。）又は監査委員の解職の請求）並びに地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第８条第１項（教育委員会の教育長又は委員の解職の請求

）に規定する選挙権を有する者の４０万を超える数に６分の１を乗じて得た

数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 

  １９万９，９９４人 

３ 地方自治法第８０条第１項（議会の議員の解職の請求）及び第８６条第１

項（選挙管理委員（区の選挙管理委員に限る。）の解職の請求）に規定する

選挙権を有する者の３分の１の数 

  門司区  ２万８，１６７人 

  小倉北区 ５万７８８人 

  小倉南区 ５万８，６３３人 

  若松区  ２万３，１００人 

  八幡東区 １万９，０４８人 

  八幡西区 ７万５１２人 

  戸畑区  １万６，４０９人 

４ 市町村の合併の特例に関する法律第４条第１１項（合併請求市町村の選挙

管理委員会に対する合併協議会設置協議の投票の請求）及び第５条第１５項

（合併協議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設置
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協議の投票の請求）に規定する選挙権を有する者の６分の１の数 

  １３万３，３２７人 
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北九州市住宅供給公社公告第１号

公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第４７条及び北九州市営住宅条例

（平成９年北九州市条例第３４号）第６８条の規定により、北九州市営住宅の

一部を北九州市に代わって管理することとなったので公告します。

平成３１年３月２６日

北九州市住宅供給公社

                      理事長 上 田 紀 昭

管理を代行する施設 管理を代行する期間

北九州市営住宅条例第２条第１号に規

定する公営住宅及び同条第４号に規定

する共同施設のうち、公営住宅に係る

もの

平成３１年４月１日から平成３６

年３月３１日まで
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